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高振動数領域のフーリエ振幅を用いた局所損傷同定
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This paper presents a localized damage identification technique for structures using Fourier amplitudes at 
high frequency. Structural damage is accompanied by changes in element stiffness. These changes alter dy-
namic characteristics of the structure, which provides useful information about the location and magnitude 
of damage. In most damage identification techniques using vibration measurements, stiffness changes of 
whole structural elements are unknowns to identify. Therefore, as the structures' size increases, the number 
of unknowns also increases and a large number of measurement data are necessary. The proposed technique 
reduces the number of unknowns to the stiffness reductions of a localized area by extracting localized vi-
bration using high frequency excitation. The number of necessary measured data can also be reduced. The 
validity of the proposed technique is examined through the numerical study on a continuous girder bridge. 
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1.は じめ に

構造物に被害を生じさせるレベルの地震が発生 した

際,構 造物の損傷をいち早 く発見 ・把握し,必 要に応

じて補修 ・補強を行うことには,2次 被害を防止する上

で非常に重要である.最 も簡単な損傷検出手法は目視

であるが,損 傷が外装に覆われて直接目で見ることが

出来ない場合は適用できない.振 動特性に基づ く損傷

同定手法は,目 視検査の適用できない損傷を検出でき

る可能性があるため,こ れまでにも数多 くの研究が行

われている1)2).

筆者らも,携 帯可能なマイクロ起振器による調和外

力で構造物を起振し,起 振振動数でのフーリエ振幅の

変化から損傷箇所 とその程度を同定する手法の開発を

行ってきた3)4).損 傷を剛性の低下と考え,部 材の剛性

が低下すると構造物全体系の振動特性が変化すること

を利用して,振 動特性の変化量から逆解析的に各部材

の剛性低下率を同定するものである.

振動特性に基づ く損傷同定手法は,微 動計測を利用

することが多い1)2).交 通荷重や風荷重などによって

励起される微小振動は,低 次の構造物全体が振動する

モードであるため,あ る部材の局所的な損傷は,全 体

系の振動特性の変化に影響を及ぼす.あ る地点の振動

データが損傷によって変化した場合に,そ の変化を生

じさせ る損傷の可能性のある部材は構造物全体に及ぶ

ため,損 傷を同定するときは,構 造物の全要素の剛性

低下率が未知数となる.一 意な解を得るには,未 知数の

数よりも多い観測点数が必要なので,高 密度観測が必

要 となり,振 動計測に膨大な労力と時間が必要になる.

以上の ように,従 来の振動特性 を利用 した構造物全

体系の損傷 同定手法は,構 造物の規模が大き くな り複

雑 になるほ ど,実 現が困難な もの となって しまう.構

造物全体の同定を行 うのでな く,着 目したい部材だけ

の振動 を計測 して,着 目したい部材だけの剛性低下率

を同定す ることがで きれば,振 動計測 の労力が削減で

きる.本 研究では,こ の ような同定を局所損傷同定 と

呼ぶ こととす る.

過 去の研究で,振 動特性 を利用 して局所損傷同定 を

行 ったものに,ニ ューラルネ ッ トワークを用 いた もの

が ある5).微 動による構造物全体系の振動を扱 ってい

るので,着 目エ リア外の要素の損傷の影響が無視 でき

ないが,学 習理論 を用 いることで この問題を直接扱 う

ことを回避 している.

振動特性 を利用 しない局所同定 には,超 音波探傷子

の ようなメガヘルツレベルの非常に高い振動数 を扱 う

ものがある6).微 小な損傷検出には適用 できるものの,

一度に扱えるエ リアが非常に局所的 とな り
,地 震後の

即座 な健全度チェックには利用できない.

そ こで本研究で は,マ イクロ起振器 によって,微 動

よ りは高 く,超 音波 よ りは低い振動数で構造物を起振

し,着 目したいエ リアの局所振動 を励起 させ,局 所同

定を行 うことを考えた.提 案手法 は,十 分 に高い振動

数で起振 すれば,局 所エ リアで計測された応答に,エ

リア外の損傷 が及ぼす影響が無視できる程度 に小 さ く

な ることに基づいている.4径 間連続桁橋モデルを対

象 とした数値 シ ミュレーシ ョンによって,局 所損傷 同

定が可能 となる起振振動数 につ いて検討を行い,提 案

手法の有用性 を検証 した.
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2.損 傷 同 定 手 法

2.1損 傷 のモデル化

構造物の損傷 は,剛 性 および減衰 の変化 を伴 うと考

えられ る.本 研究では,剛 性 が低下 した要素を損傷箇

所 とみなし,そ の減少割合 を損傷の指標 として用いる.

また,構 造物の質量は損傷前後 で不変 と仮定する.

構造物全体系の剛性 ・減衰マ トリクス(K,C)は,

各要素の剛性 ・減衰マ トリクスの集合体 として次式の

ようにモデル化できる.

(1)

ここで,nは 要素の総数であ り,Ke,Ceはe番 目の要

素の剛性 ・減衰マ トリクスである.損 傷 によりe番 目

の要素の剛性マ トリクスが δke(無次元)の 割合で減少

し,減 衰マ トリクスが δce(無次元)の 割合で増加 した

とする と,全 体剛性 ・減衰マ トリクスの変化量 は,

(2)

とな る.剛 性低下率 δkeお よび減衰増加率 δceが 同定

の対象 となるパ ラメータで ある.

2.2損 傷前の構造物 の応答

損傷前 の周波数領域における運動方程式は,

(3)

である.こ こで,X(ω)とF(ω)は,変 位 と外力の フーリエ振幅
であ る.変 位 応答X(ω)は 次式の通り となる.

(4)

ここで,H(ω)は 伝達関数である.

λ3損 傷後の構造物の応答

損傷により剛性マ トリクスが δK低 下,減 衰マ トリ
クスがδC増加し,変 位が δX(ω)増加すると仮定すると

,損 傷後 の運動方程式は次式のよ うになる.

(5)

式(3)を 式(5)に 代入 し,2次 以上の微小項を無視 し,

式(2),(4)を 用いて整理すると,変 位の増分 δX(ω)に

関する方程式 となる.

(6)

式(6)を 応答の増分 δX(ω)に ついて解 くと,

となる.式(4)に 示 す損 傷前の 変粒X(ω)に,上 式(7)

で求まった損傷に よる変位増分 δX(ω)を加 えることに

よ り,損 傷後の応答X'(ω)が 求まる.

(8)

こ こ に,Se(ω)とTe(ω)は そ れ ぞ れ 次 の 通 りで あ る.

(9)

2.4フ ー リエ振幅を用 いた損傷同定方程式の構築

起振器をノー ドiに 設置 し,加 速度計をノー ドjに 設

置すると仮定す る.起 振器が ノー ドiに おいて構造物に

与 える外力のフーリエ振幅をFi(ω)と し,ノ ー ドjに お

いて計測 され る加速度応答のフー リエ振幅を α(i,j,ω)

とす る.式(8)よ り,α(i,j,ω)は 次式の通 りとな る.

(10)

式(10)に おいて,Hji(ω),Seji(ω),Teji(ω)は 損傷前の

構造物のパラメータM,C,Kお よび振動数 ωか ら求ま

る既知の値である.ま た,α(i,j,ω)は 損傷後の フーリ

エ振幅で あり,計 測 により得 られ る値で ある.式(10)

を整理 し,左 辺 に未知の項,右 辺 に既知の項 を移項す

ると,次 式の ようになる.

(11)

i,j,ω の組み合わせ を様 々に変 え,m種 類の計測 を

行 うと,式(11)の 方程式がm個 得 られ るこ とにな る.

ここで,式(11)の 係数行列 と右辺の値 は複素数である

ので,実 数部 と虚数部に分 けると,2n個 の未知数 δke,

δceに対する2m個 の連立方程式(損 傷同定方程式)が

得 られ ることになる.

2.5フ ー リエ振幅比を用いた損傷同定方程式の構築

次に,起 振器 は構造物を揺 らすことができるが,制

御することはで きず,起 振力は未知である と仮定す る.
起振点をノー ドiと し,加 速度応答をノー ドjとkで

同時に計測する とする.ノ ー ド乞において加振 した と
きにノー ドj,kで 同時に計測 した場合,外 力のフー リ
エ振幅Fi(ω)は 共通であるので,ノ ー ドj,kに おける

加速度応答の フー リエ振幅 α(i,j,ω)と α(i,k,ω)の比
をb(i,j,k,ω)と お くと,

(12)

とな り,フ ー リエ 振 幅 比b(i,j,k,ω)は 入 力 の フ ー リエ

振 幅Fi(ω)に 無 関 係 とな り,起 振 点i,計 測 点j,k,お

よ び振 動 数 ω の 関 数 で あ る こ とが わ か る.
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式(12)を 整理 し,左 辺 に未知の項,右 辺に既知の項
を移項す ると,次 式のようになる.

(13)

式(13)は,加 振点i,計 測点2点jとk,振 動数 ωの

組み合わせ毎に成 り立つ方程式である.よ って,i,j,

k,ω の組み合わせを様々に変え,m種 類の計測を行 う

と,式(13)の 方程式がm個 得 られ ることになる.こ こ

で,式(13)の 係数行列 と右辺の値は複素数であるので,

実数部 と虚数部に分けると,2n個 の未知数 δke,δceに

対する2m個 の連立方程式(損 傷 同定方程式)が 得 ら

れ るこ とにな る.

2.6損 傷同定方程式

フー リエ振幅およびフー リエ振幅比を用 いる損傷同

定方程式を次式の ように表す.

Ax=b(14)

係数行列Aは,連 立方程式においてn個 の要素の剛性

低下率 δkeと減衰増加率 δceの係数に相当する2m×2n

の行列である.

xは,n個 の要素の剛性低下率 δkeと減衰増加率 δce

か ら構成 される2n次 のベク トルである.

xe=δkexn+e=δCe(15)

bは,m個 の計測デー タの実数部 と虚数部か ら構成

され る2m次 のベ ク トルである.

非減衰系の場合は,係 数行列お よび計測 データは実

数であ り,n個 の未知数 δkeに対するm個 の連立方程

式(損 傷同定方程式)が 得 られ るこ とにな る.

2.7局 所損傷 同定

要素全体の集合を ΦG,着 目す る局所エ リアに存在す
る要素の集合 を ΦL1,そ れ以外 の要素の属す る集合を
ΦL2と する.局 所エ リア ΦL1に 存在す る要素 とそれ以

外の要素 を区別す るこ とで,損 傷同定方程式を次の よ
うに書 き換 える.

(16)

高振動数で構造物 を起振 した場合,局 所的な振動モー

ドが励起 されるため,局 所エ リア外の要素に対す る係

数行列(Al,e,Al,n+e)が 局所エリア内の要素に対する係

数行列 に比べて無視できるレベルに小さ くなる と考 え

られる.こ の ような場合,損 傷 を同定す るには,

(17)

を解 けばよい ことにな る.こ のようにして,損 傷を同

定すべき要素数(未 知数)が 減 り,ま た必要 な計測デー

タ数 も減 らす ことが可能 とな る.こ の ような,局 所 エ

リア内の節点を起振 ・計測 し,損 傷を同定す ることを,

本研究で は局所損傷同定 と呼ぶ こととす る.

どの程度の高い振動数であれ ば局所損傷同定が可能

となるのか,ど の程度の局所 エ リアまで領域を絞 るこ

とができるのかは,構 造物 によって異なる.次 節では,

4径 間連続桁橋 を対象 とした数値解析によって,局 所

損傷同定の実現可能性 について検討を行 う.

3.数 値 解 析 に よ る検 証

3.1解 析モデル

(1)構 造モデル

検討の対象 とした橋梁 は,既 設橋梁 を単純化 した4

径間連続RC桁 橋である.解 析モデルの概念図,節 点

番号,要 素番号を図-1(a)(b)に 示す.橋 長120m,支 間

割 はすべて30m,橋 脚高さはすべて20mで ある.橋 脚

に支承 は設けず,桁 と橋脚 の結合 は剛結 とし,橋 台の

支承部はローラー とした.橋 脚 ・桁 は梁要素でモデル

化 した.本 研究が対象 とす る高振動数領域の応答を適

切 に表現で きる十分細かい要素分割が必要であるため,

要素長 さは桁 ・橋脚 ともに1mと した.

ヤング率は,桁 が3.3×1010N/m2,橋 脚が2.5×1010

N/m2と した.断 面積 は,桁 が5.7m2,橋 脚が18.0m2

とした.断 面2次 モーメン トは,桁 が3.44m4,橋 脚

が13.5m4と した.単 位体積あた りの換算質量は,桁 が

4.265×103kg/m3,橋 脚が2.5×103kg/m3と した.マ

イクロ起振器 による微小加振 を想定 してい るため,応

答特性 は線形 とした.

健全モデルの1-10次 の固有振動数 を表.1に 示す.

本研究では,主 に非減衰系モデルを用いて検討 を行っ

たが,減 衰系モデルを用 いた検討では,1次 モー ドの

減衰定数を2%と す る質量比例型減衰 を仮定 した .

(2)損 傷モデル

損傷 は要素の剛性 低下率 に よって表 す こととした.

図-1(c)に 損傷モデルを示す.横 軸が要素番号,縦 軸が

剛性低下率であ る.要 素番号 は,図-1(b)に 示す とお り

であ り,A1-P1間 は要素1-30,P1-P2間 は要素31-60,

P2-P3間 は要素61-90,P3-A2間 は要素91-120,P1橋

脚は要素121-140,P2橋 脚 は要素141-160,P3橋 脚は

要素161-180で ある.各 支間の中央である4要 素(16,

46,76,106)と 各橋脚の基部である3要 素(121,141,

161)の 剛性低下率 をいずれ も0.1と 仮定 した.図-1(b)

に ×で損傷要素を示す.

3.2フ ーリエ振幅を用いた局所損傷同定

まず,フ ー リエ振 幅を用 いた局所損傷 同定の適用性

について検討 を行 う.
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(a)節 点 番号

(b)要素番号

(c)損 傷 モ デ ル

図-1解 析 モ デ ル

表-1健 全モデルの固有振動数(Hz)

(1)起 振振動数 と係数行列の関係

フー リエ振幅を用 いてP1橋 脚 の損傷(剛 性低下率)

を同定す る.こ こで は非減衰系 を仮定す る.様 々な振

動数の調和外力(振 幅を1Nと 仮定)でP1橋 脚の中央節

点132を 起振 し,P1橋 脚上の全ての節点で加速度を計

測 し,損 傷 同定方程式を構築 した.そ して,起 振振動

数毎に異な る損傷 同定方程式の係数行列を比較 した と

ころ,係 数行列は4つ のタイプ(A-D)に 分類できるこ

とがわかった.一 例 として,節 点132の 加速度応答に

対す る係数行列を図-2に 示す.横 軸が要素番号で,縦

軸 が要素に対す る係数の値であ る.係 数行列の値が0

であるとは,そ の要素の剛性が低下 して も,フ ーリエ

振幅が変化 しない ことを意味する.逆 に,係 数行列の

値が大 きい ことは,そ の要素の剛性が変化 した場合に,

フーリエ振幅の変化が大 きい ことを意味する.Pl橋 脚

上の全ての節点 において同様 の傾 向が得 られた.

タイプA-Dの 特徴 を表-2に まとめ る.

a)タ イプA

タイプAは,橋 梁全体の損傷(剛 性低下率)がPl橋 脚

の応答 に影響 を及ぼす振動数 のことであ り,約100Hz

以下で起振 した場合の損傷同定方程式がこのタイプに

属することがわかった.

b)タ イプB

タイプBは,Pl橋 脚 と桁全体 の損傷がP1橋 脚の応

答 に影響を及ぼす振動数 のことであ り,約600Hz以 下

が属す ることがわかった.

c)タ イプC

タイ プCは,Pl橋 脚 と左側半分の桁(Al-P2間)の

(a)タ イ プA(80Hz)

(b)タ イ プB(140Hz)

(c)タ イ プC(1.2kHz)

(d)タ イ プD(20kHz)

図-2各 要素の剛性低下率に対する係数行列(Pl橋 脚の中央
節点132の フーリエ振幅を用いた場合)

損傷がP1橋 脚の応答に影響を及ぼす振動数の ことであ

り,約16kHz以 下が属 することがわかった.

d)タ イプD

タイプDは,Pl橋 脚の損傷 と,P1橋 脚 のご く周辺

の桁の損傷のみがP1橋 脚の応答に影響を及ぼす振動数

の ことであ り,約16kHz以 上が属することがわかった.

P1橋 脚近傍の桁に対す る係数行列は,Pl橋 脚上の要素

に対す る係数行列に比べて非常 に小 さいものであ る.

(2)検 討ケース

以上 より,タ イプDの16kHz以 上の振動数を用いれ

ば,P1橋 脚のみの起振 ・計測 による局所損傷同定が可

能であると予想 される.

また,橋 梁全体の損傷がPl橋 脚の応答 に及ぼす タイ

プAで あって も,P1橋 脚上の20要 素に加えて桁の各

支問お よびP2・P3橋 脚の平均的な剛性低下率 を未知数

に設定す ることによって,未 知数 をそれほ ど増やす こ

とな くP1橋 脚の損傷同定ができないか と考えた.

そこで,4タ イプの中か らそれぞれ,80Hz,140Hz,

1.2kHz,20kHzを 起振振動数 の代表値 として用い るこ

ととし,表-3に 示す条件のもとで各要素の剛性低下率

を算定 した.選 択 した80Hz,140Hz,1.2kHz,20kHz

はいずれ も,P1橋 脚の局部振動が励起され るモー ドの

固有振動数に近 く,損 傷によってフー リエ振幅が変化

しやす く損傷 に対す る感度の高いデータを得 るために

選択 した.20kHzは 選択 した中で最 も高 い振動数であ

―30―



表-2起 振振動数とPl橋 脚の応答に影響を及ぼす部材の範囲

表-3フ ーリエ振幅を用いた損傷同定の検討ケース

(a)計測条件

(b)同定条件

り,よ りP1橋 脚内部の局部振動が卓越 し,Pl橋 脚以外

の振動が励起 されに くい振動数である.い ずれのケー

スも,Pl橋 脚中央の節点132で 構造物 を起振す ること

を想定 している.本 研究で想定す るマイクロ起振器は,

モー ターで錘を回転 させ てその遠心力 を利用す るもの

である.遠 心力 は錘 の質量 ・回転半径 ・起振振動数の

自乗の積であ るため,高 次の起振振動数を想定 した場

合,錘 の質量は構造物の質量に比べて無視 し得 るほど

小さ くできると考 えられ る.し たがって,マ イ クロ起

振器 に作用す る慣性力 は,起 振力 に比べて無視 し得 る

ほど小 さ く加振領域 の大 きさに影響を与 えない と考 え

られ る.

a)ケ ース1

ケース1は,タ イプAに 対応 して設定 したケースで

ある.P1橋 脚上の全20節 点,P2橋 脚 ・P3橋 脚の中

点,A1-P1間 ・P1-P2間 ・P2-P3間 ・P3-A2間 それぞれの

中点の合計26点 において計測 を行 う.損 傷 同定の際,

A1-P1間 ・P1-P2間 ・P2-P3間 ・P3-A2間 はそれぞれ,

30要 素か ら構成 されてい るが,30要 素の剛性が一様 に

低下す ると仮定することで,桁 の未知数を4つ に した.

P2橋 脚 ・P3橋 脚 について も同様 に,そ れぞれ は20要

素で構成 されてい るが,20要 素の剛性が一様 に低下す

ると仮定 して,未 知数をそれぞれ1つ ずつ とした.Pl

橋脚については,全20要 素を未知数 とした.以 上 によ

り,未 知数 は全部で26個 とな り,計 測数 と同数 となっ

た.

b)ケ ース2

ケース2は,タ イプBに 対応 して設定 したケースであ

る.P1橋 脚上の全20節 点,A1-P1間 ・P1-P2間 ・P2-P3

間 ・P3-A2間 それ ぞれの中点の合計24点 において計測

を行 う.損 傷同定の際,A1-P1間 ・P1-P2間 ・P2-P3間 ・

P3-A2間 を,そ れぞれの剛性 が一様 に低下す る と仮定

し,桁 の未知数 を4っ とした.Pl橋 脚については,全

20要 素 を未知数 とした.P2橋 脚 ・P3橋 脚は同定の対

象か ら外 した.以 上により,未 知数 は全部で24個 とな

り,計 測数 と同数 となった.

c)ケ ース3

ケース3は,タ イプCに 対応 して設定 したケースで

ある.Pl橋 脚上の全20節 点,A1-P1間 ・P1-P2間 そ

れぞれの中点の合計22点 において計測を行 う.損 傷同

定の際,A1-Pl間 ・P1-P2間 を,そ れぞれの剛性が一

様 に低下すると仮定 し,桁 の未知数 を2つ と設定 した.

P1橋 脚 については,全20要 素を未知数 とした.桁 の

P2-P3間 ・P3.A2間 お よびP2橋 脚 ・P3橋 脚 は同定の対

象か ら外 した.以 上により,未 知数は全部で22個 とな

り,計 測数 と同数 となった.

d)ケ ース4

ケース4は,タ イプDに 対応 して設定 したケースで

ある.P1橋 脚上の全20節 点の合計20点 において計測

を行 う.損 傷 同定の際,桁 お よびP2橋 脚 ・P3橋 脚 は

同定 の対象か ら外 した.Pl橋 脚 について は,全20要

素を未知数 とした.以 上により,未 知数 は全部で20個

とな り,計 測数 と同数 となった.

(3)損 傷同定結果

ケース1-4そ れぞれに対 し,タ イプA-Dに 属す る起

振振動数を用いて損傷 同定 を実施 した.計 測 ノイズ と

して,3%の 一様乱数 をフー リエ振幅 に加 えた.

各ケースの同定結果を図-3か ら図-6に 示す.結 論か

ら先 に述べ ると,ケ ース4で,タ イ プDの20kHzで

起振 した場合 においてのみ,Pl橋 脚基部の剛性低下率

0.1を 同定することができた(図-6(d)).そ れ以外のケー

ス と起振振動数の組み合わせ を用 いた場合は,損 傷 を

同定することができなか った.以 下 に,損 傷 同定が失

敗 した原因について考察する.

a)計 測ノイズによる誤差

計測 ノイズが同定失敗の主 な原 因でないことは,計

測 ノイズのないデー タを用 いた損傷同定 によって,別

途確認 している.図-7に,P1橋 脚上の各節点 における

損傷 によるフー リエ振幅の変化率(損 傷 による応答差を

損傷前の応答値で除 したもの)を 示す.横 軸は計測番号

であ り,1番 はP1橋 脚基部に最 も近い自由節点,20番

は橋脚天端である.概 ね0.1以 上であ り,3%の 計測 ノ

イズを上回 る値であるため,計 測 ノイズが同定失敗の
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(a)タ イ プA(80Hz)

(b)タ イ プB(140Hz)

(c)タ イ プC(1.2kHz)

(d)タ イ プD(20kHz)

図-3ケ ース1の 同定結果(起 振振動数の比較)

主要因でないことがわか る.

b)損 傷要素を同定の対象から外す ことによる誤差

タイ プAの ケース2-4,タ イプBの ケース3-4,タ

イプCの ケース4は それぞれ,Pl橋 脚の応答 に影響を

及ぼす部材を未知数か ら削除 している.桁 であれば支

間中央の剛性が0.1低 下 してお り,P2・P3橋 脚は基部

の剛性が0.1低 下 しているが,こ れを0.0と 仮定するこ

とによる誤差が,同 定精度 を悪化 させた一因 となった

と考え られる.

c)部 材全体の一様損傷を仮定することによる誤差

タイ プAの ケース1,タ イプBの ケース1-2,タ イ

プCの ケース1-3,タ イプDの ケース1-3は それぞれ,

P1橋 脚の応答に影響 を及ぼす全ての部材を,荒 い要素

分割なが らも損傷同定の対象に設定 したケースである.

実際は部材 の一部が損傷 しているのを,部 材全体が一

様 に損傷 した と仮定 した ことによる誤差 が,同 定精度

を悪化 させ る一因になったのではないか と考 えられた

ので,以 下の手法 により検証 した.

桁およびP2・P3橋 脚の剛性が一様に0.1低 下 した と

仮定 して,フ ーリエ振幅を計算 した.そ して,桁 およ

びP2・P3橋 脚の一様 な剛性低下率 を同定 した.そ の結

果,損 傷のサイズ と同定 に用いる要素分割サイズが一

致 しているにも関わ らず,Pl橋 脚の損傷 を同定するこ

とが出来 なかった.以 上によ り,部 材全体の一様 損傷

を仮定することが,同 定失敗の主要因でない ことが確

認で きた.

(a)タ イ プA(80Hz)

(b)タ イ プB(140Hz)

(c)タ イ プC(1.2kHz)

(d)タ イ プD(20kHz)

図-4ケ ース2の 同定結果(起 振振動数の比較)

d)損 傷同定方程式の非適切性による誤差

図-8に,損 傷同定方程式の係数行列の各モー ドの特

異値 を1次 の特異値で除 した比を示す.横 軸はモー ド

番号,縦 軸が特異値の比である.ケ ース1(図-8(a))を

例 にとって考察す ると,80Hz,140Hz,1.2kHzで 起振

した場合は,約10次 でほぼ0に 収束 している.20kHz

で起振 した場合は,20次 で0に なっている.す なわち,

ケース1で は,26個 の計測データを用いているにも関

わ らず,実 質有効 なデータ数はタイプA-Cに とっては

約9個,タ イプDに とっては19個 となる.タ イプA-C

の場合,約9個 の方程式から26個 の未知数を求めるこ

とにな るので,方 程式の解は無数に存在 し,解 が一意

に定 まらない ことにな る.図-3に おいて,タ イプDの

同定精度がタイプA-Cに 比べてよいのは,タ イプDは

より多い19個 の方程式を用 いて26個 の未知数 を推定

す るためであ り,方 程式の数が多い分だけ精度が優 れ

ているのだと考えられ る.桁 やP2・P3橋 脚の平均的な

剛性低下率を未知数 として増や し,そ れを補 うために

計測データを追加 したわけだが,有 効なデータを追加

できていなかった ことがわかる.よ って,未 知数の少

ないケース4で,か つP1橋 脚だけの局所振動を励起で

きるタイプDの 起振振動数 を用いた1ケ ースだけの同

定が成功 したもの と考 えられ る.

ケース4と タイプDを 組み合わせた 同定の精度が

完全でない理由は,計 測ノイズを考慮 していることと,

図-8(d)か らわかるように実質18個 のデー タを用いて
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(a)タ イ プA(80Hz)

(b)タ イ プB(140Hz)

(c)タ イ プC(1.2kHz)

(d)タ イ プD(20kHz)

図-5ケ ー ス3の 同定結 果(起 振 振 動数 の比 較)

表一4少ない数のフーリエ振幅を用いた損傷同定の検討ケース

20要 素のデータを同定 していることが原因であると考

えられ る.

以上のa)-d)の4つ の要因に関する考察 より,同 定失

敗の主な原因 はd)で ある.今 回の例題 に関 してa)と

c)は 大 きな要因でないことがわかった.

3.3少 ない数のフー リエ振幅を用いた局所損傷同定

(1)検 討ケース

次 に,少 ない数のフー リエ振幅 と荒 い要素分割 によ

る同定 を組み合わせ ることによってP1橋 脚の局所同定

を行 うことを考 えた.計 測 ノイズは3%と した.

検討ケース を表-4に 示 す.ケ ース4の 計測節点を4

っに減 らした ものである.前 項 による検討か ら,起 振

振動数を20kHzと した.損 傷の恐れがない と考 えられ

る要素を損傷同定の未知数か ら除外することで,損 傷

要素 を絞 り込んでい く手法を採用 した.

(2)損 傷同定結果

a)1回 目

まず,計 測データが4つ であ るので,P1橋 脚の20

要素を5要 素ずつ4等 分 し,4つ のグルー プに分 け,

(a)タ イ プA(80Hz)

(b)タ イ プB(140Hz)

(c)タ イ プC(1.2kHz)

(d)タ イ プD(20kHz)

図-6ケ ース4の 同定結 果(起 振振 動 数 の比較)

グループ毎の平均的な剛性低下率 を推定 した.す なわ

ち,グ ループ1が 要素121-125,グ ループ2が 要素126.

130,グ ループ3が 要素131-135,グ ループ4が 要素

136440で ある.同 定結果を図-9(a)に 示す.グ ループ3

の剛性低下率 は3.28×10-3,グ ループ4の 剛性低下率

は6.66×10-4と 非常に小さいので,損 傷の可能性がな

い と判定 した.グ ループ1と2に 属す る要素121430

が損傷の候補に残 った.

b)2回 目

次に,グ ループ1と2の 剛性低下率を比較す ると,グ

ルー プ1の 剛性低下率の方が大 きいので,グ ループ1

を3分 割 し,新 グループ1を 要素121,新 グループ2を

要素122と123,新 グループ3を 要素124と125,新 グ

ループ4を 要素126-130と した.再 度,グ ループ毎の

平均的な剛性低下率を推定 した.同 定結果 を図-9(b)に

示す.そ の結果,新 グルー プ3と4の 剛性低下率は絶

対値の小 さな負の値 となったので,損 傷の可能性 がな

いと判定 した.新 グループ1と2に 属する要素121-123

が損傷の候補 に残 った.無 損傷要素の剛性低下率が負

の値 として同定された原因は,計 測 ノイズが原因であ

ると考 えられ る.

c)3回 目

損傷 の可能性 のある要素が3つ に絞 りこめ られたの

で,そ れぞれの要素の剛性低下率 を算定 した.同 定結

果を図-9(c)に 示す.そ の結果,要 素122と123の 剛性

低下率 は負の値 となったので,損 傷の可能性がない と
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図-7Pl橋 脚 の20節 点 で の フー リエ振幅 の損傷 によ る変化率

(a)ケ ー ス1 (b)ケ ー ス2

(c)ケ ー ス3 (d)ケ ー ス4

図-8各 ケースの特異値の比(起振振動数の比較)

(a)第1回 目 (b)第2回 目

(c)第3回 目 (d)第4回 目

図-9数 少ないフーリエ振幅を用いた損傷同定結果(ケ ース5)

判定 した.実 際 に損傷 している要素121の みが損傷の

候補 に残 った.要 素122に 絶対値の大 きな負の剛性低

下率が検出された理由は,隣 接 した3要 素121～123の

剛性低下率 を未知数 とす る連立方程式の非適切性が高

く,僅 かな計測 ノイズが推定結果の誤差 を大 き くした

ためである と考 えられ る.

d)4回 目

要素121の 剛性低下率 のみを未知数 として,4つ の

データを用 いて再度損傷を同定した.同 定結果を図一9(d)

表-5フ ーリエ振幅比を用いた損傷同定の検討ケース

に示す.同 定 された要素121の 剛性低下率は0.09で あ

り,計 測 ノイズ等の影響によ り,正 解 の0.1と 完全には
一致 しないが

,よ い精度で同定できた.

ここで,局 所的な損傷 を同 じグループに属す る要素

内の分布 した損傷 として置 き換 えることについて考察

す る.要 素121の 剛性低下率0.1に よって生 じる損傷

前後 のフー リエ振幅の変化か ら,1要 素121の 剛性低

下率 としては0.09(図-9(d)),5要 素121～125の 平均

的な剛性低下率 としては約0.0015(図-9(a))が 同定 さ

れ る.す なわち,1要 素の損傷 を5要 素に分布 した損

傷 と置 き換えると,剛 性低下率の同定結果 は1/5で な

く約1/60に なる.し たがって,グ ルーピングによる本

手法 によって,計 測 ノイズの影響が相対的に大 きくな

る非常 に小 さな局所 的損傷 を検 出す ることは難 しい と

考え られ る.

3.4フ ー リエ振幅比を用いた局所損傷同定

(1)検 討ケース

次 に,フ ー リエ振幅比 を用いたPl橋 脚の局所損傷 同

定 を行 った.検 討ケースを表-5に 示す.起 振振動数 は

20kHzを 用いた.計 測節点の数はケース4と 同じ20で

あるが,フ ー リエ振幅の比を とるため,同 定 に用 いる

データ数 は1つ 少ない19個 である.起 振節点132に お

けるフー リエ振幅 と,そ れ以外の19節 点におけるフー

リエ振幅の比 を同定に用い るこ ととした.計 測 ノイズ

がない場合 と,3%の 計測 ノイズがある場合の2通 りに

ついて検討を行 った.

(2)損 傷同定結果

同定結果を図-10に 示す.計 測 ノイズがない場合 は,

図-10(a)に 示す とお り,非 常 によい精度で同定ができて

いる.し か し,計 測 ノイズが3%の 場合は,図-10(b)の

ように精度が悪化 している.損 傷要素であ る要素121

の剛性低下率 は正の値を とってはいるが,隣 の無損傷

要素122の 剛性低下率の方が値が大 き く,同 じく無損

傷要素127,131,132に 比較的大 きな剛性変化が検出

されている.フ ー リエ振幅 を用 いた局所 同定では,ノ

イズが3%で あっても精度 よい同定が可能であったが,

フー リエ振幅比 を用 いた場合は,ノ イズによって精度

が悪化す ることがわかった.

この理由について検討するため,図-11(a)に 損傷前

後 におけるフー リエ振幅およびフー リエ振幅比の変化

率 を示す.図-11(b)に は,フ ー リエ振幅 および フー リ

エ振幅比を用いた場合の係数行列の特異値を比較す る.

図-11(a)よ り,損 傷 による応答の変化率 は,フ ーリエ
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(a)ノ イズ な し (b)ノ イ ズ3%

図-10フ ー リエ振 幅 比 を用 い た場合 の 同定 結果(ケ ー ス6)

(a)応答の変化率 (b)特異値の比

図-11フ ー リエ 振 幅 とフー リエ振 幅比 を用 いた 同定 の比 較

表-6少 な い数 の フー リエ振 幅 比 を用 いた 同定 の検 討 ケ ース

振幅 とフー リエ振幅比 とで大きな差 はな く,剛 性低下

に対する感度は同程度である.一 方,図-11(b)よ り,特

異値 の比は,フ ー リエ振幅を用いる場合 とフー リエ振

幅比を用い る場合 とで有意な差がある.フ ー リエ振幅

比を用いた場合は,フ ー リエ振幅を用 いた場合 に比べ,

少ない次数で特異値の比が0に 近づいてお り,同 定 に

用い るこ とのできる実質的なデータ数が少ない.さ ら

に,同 じ次数 に対する特異値の比が小 さ く,計 測 ノイ

ズが同定結果 に悪影響 を及 ぼし易いことも見て取れる.

以上のことが,精 度の劣 る原因であると考 えられ る.

以上 よ り,ノ イズの影響が大 きいほど,起 振器に よ

る正確 な入力 とフーリエ振幅を用 いた同定が必要であ

ると考 えられ る.

3.5少 ない数のフー リエ振幅比を用いた局所損傷同定

(1)検 討ケース

次に,少 ない数 のフー リエ振幅比 と荒 い要素分割 に

よる同定 を組み合わせ ることによってP1橋 脚の局所同

定 を行 うことを考 えた.計 測ノイズは3%と した.検 討

ケースを表-6に 示す.起 振振動数を20kHzと した.計

測節点の数はケース5と 同じ4つ であるが,フ ー リエ

振幅の比 をとるため,同 定に用いるデータ数 は1つ 少

ない3個 である.

(2)損 傷同定結果

a)1回 目

フー リエ振幅比の数は3つ であるが,ケ ース5と 同

(a)1回 目 (b)2回 目

(c)3回 目

図-12数 少な い フー リエ振 幅 比 を用 いた 同定 結果(ケ ー ス7)

様 にPl橋 脚 の20要 素 を5要 素ずつ4等 分 し,4つ の

グループに分 け,グ ループ毎の平均的な剛性低下率を

推定 した.同 定結果 を図-12(a)に 示す.グ ルー プ3,4

の剛性低下率が負の値 となったため,損 傷の可能性 が

ない と判定 した.以 上 より,グ ルー プ1と2に 属す る

要素121-130が 損傷の候補 に残 った.

b)2回 目

次 に,グ ループ1と2の 剛性低下率を比較すると,グ

ループ1の 剛性低下率が大 きいため,グ ループ1を2

つにわけ,新 グループ1を 要素121と122,新 グループ

2を 要素123-125,新 グループ3を 要素126-130と し,

3グ ループの損傷同定を行 った.同 定結果 を図-12(b)に

示す.新 グループ3の 剛性低下率が負の値 となったた

め,損 傷の可能性 はない と判断 した.

c)3回 目

損傷の候補に残った要素121-125を,要 素121と122,

123,124と125の3グ ループに分けて,再 度同定 を行っ

た結果 を図-12(c)に 示す.全 ての要素の剛性低下率が

正の値 となったので,候 補か ら外す要素がない と判断

した.損 傷要素121よ りも,無 損傷 の要素124と125

により大 きな損傷 が検出されたが,損 傷要素121を 損

傷候補に残す ことには成功 した.

以上より,3つ のフー リエ振幅比を用いた場合 は,3%

の計測ノイズ を含んでいて も,P1橋 脚の4分 の1の エ

リアまで損傷 を絞 り込めることがわかった.

3.6減 衰系の場合

次 に,解 析モデルを1次 モー ドの減衰定数を2%と

す る質量比例型減衰系 と仮定 し,剛 性低下率 と減衰増

加率 に対す る係数行列を算定 した.

振幅が1Nで 振動数が20KHzの 調和外力でPl橋 脚

の中央節点132を 起振 し,P1橋 脚上の全ての節点で加

速度 を計測 し,減 衰系の損傷同定方程式 を構築 した.
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計測節点132に おけるフー リエ振幅の実数部お よび

虚数部を例に とって,要 素毎の剛性低下率 と減衰増加

率に対する損傷同定方程式の係数行列を図-13と 図-14

に示す.P1橋 脚上の節点132以 外の節点 において も,

同様の傾向が得 られた.

図-13(a)(b)の 比較 よ り,P1橋 脚のフー リエ振幅の実

数部に影響を与えるのは,Pl橋 脚の剛性低下率であり,

減衰増加率の影響は小 さい ことがわか る.ま た,図-13

と図一14の比較 より,係 数行列の小さい虚数部は計測ノ

イズの心配が予想 され るこ とか ら,フ ー リエ振幅の実

数部を用いて,未 知数はPl橋 脚 の剛性低下率のみ とす

れ ばよいと考 えられ る.ま た,減 衰増加率の同定は難

しい こともわかる.

図-13(a)と 図-2(d)が 非常 に近 い値であ ることか ら分

か るように,損 傷同定結果 もケース4と 同様の結果(図-

6(d))が 得 られたので,こ こでは図示を省略す る.

しか し以上の ことは,質 量比例型減衰系を仮定 した

上での議論で ある.剛 性比例型減衰や レー リー減衰 に

は振動数に比例 した減衰の項があるため,設 定 によっ

ては,高 振動数領域で減衰定数が100%を 上回る現象が

生 じて しまう.高 振動数領域の減衰特性 を適切に考慮

するためのモデル化について,検 討す る必要があ ると

考え られ る.

3.7複 数の起振振動数を組み合わせることについて

(1)検 討ケース

3.3に おいて,少 ない数のフー リエ振幅 しか利用でき

ない場合で も,複 数の要素 を同じグループ とみなし,グ

ループ毎の平均的な剛性低下率を同定することで,損

傷同定が可能であることを示 した.こ こでは,起 振振

動数によって,平 均的な剛性低下率の同定結果が どの

ように異な るのかについて検討 を行 う.そ して,複 数

の起振振動数 を組み合 わせて同定 を行 うことについて

検討す る.

ここで は簡単 のために,起 振節点 を132,計 測節点

を132の1点 とし,Pl橋 脚の見かけの平均的な剛性低

下率を同定す ることとす る.即 ち未知数は1つ である.

起振振動数 として,タ イプDに 属す る18kHzと20kHz

を採用 した.

損傷モデル としては,Pl橋 脚の剛性が一様 に低下す

る場合 と,Pl橋 脚基部の要素121の 剛性 のみが低下す

る場合 の2通 りを想定 した.そ れぞれの損傷モデルに

対 し,0.1,0.3,0.5,0.7,0.9の5通 りの剛性低下率の

検討 を行 った.こ こでは,計 測 ノイズを0%と した.

(2)損 傷 同定結果

Pl橋 脚の剛性が一様 に低下する と仮定 した場合の,

Pl橋 脚 の平均的な剛性低下率の同定結果 を図-15(a)に

示す.仮 定 した剛性低下率(横 軸)と 同定の結果得 られ

た平均 的な剛性低下率(縦 軸)は 完全 に一致 してお り,

また起振振動数1.8kHzと20kHzに よる違いはない.

(a)剛性低下率

(b)減衰増加率

図-13各 要素の剛性低下率/減衰増加率に対する係数行列(P1
橋脚の節点132の フーリエ振幅の実数部を用いた場合)

(a)剛性低下率

(b)減衰増加率

図-14各 要素の剛性低下率/減衰増加率に対する係数行列(P1
橋脚の節点132の フーリエ振幅の虚数部を用いた場合)

(a)Pl橋 脚が一様 に損傷 (b)Pl橋 脚基部のみが損傷

図-15異 なる起振振動数を用いた場合の同定結果

図-1618kHzで 起振した場合の各要素の剛性低下率に対する

係数行列

Pl橋 脚基部の剛性だけが低下すると仮定 した場合の,

Pl橋 脚の平均的な剛性低下率の同定結果を図-15(b)に

示す.同 定の結果得 られた平均的な剛性低下率 は,起 振

振動数に よって異な り,1.8kHzの 方が大 きな値 となっ

ている.こ の理 由について検討す るため,18kHzで 起

振 した場合の各要素の剛性低下率 に対す る係数行列を
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図-16に 示す.18kHzで 起振 した場合は,起 振節点 より

下の要素(121-130)の 係数行列の符号 は正だが,起 振

節点 より上の要素(131-140)の 係数行列の符号 は負で

ある.一 方,20kHzで 起振 した場合は,図-2(d)に 示す

とお り,い ずれの要素に対す る係数行列 も同じ正の符

号である.要 素121-140の 係数行列の平均値 をとると,

18kHzで 起振 した場合の方が小さ くなる.以 上の理由

により,18kHzで 起振 した場合の方が,同 定結果が大

き くなったもの と考 えられ る.

実際の損傷のサイズ と同定に用い る要素分割のサイ

ズが等 しい場合 は,複 数の起振振動数による損傷 同定

方程式 を連立 してもよい.し か し,損 傷のサイズよ り

荒い要素分割で同定 を行 う場合 は,起 振振動数に よっ

て推定結果が異なるため,異 な る起振振動数 に対する

損傷 同定方程式を組み合わせて も,精 度向上 には繋が

らない.む しろ,起 振振動数 によって平均的な剛性低

下率が異なることを積極的に利用 して,連 立方程式 を

組み合わせ るのでな く,同 定結果 を組 み合わせて解釈

す ることによ り,損 傷エ リアを推定することが良い と

考え られ る.

4.ま とめ

本研究では,高 振動数領域のフー リエ振幅お よびフー

リエ振幅比 を用 いた局所損傷同定手法を提案 した.提

案手法 は,マ イクロ起振器によって,微 動 よりは高 く

超音波 よ りは低い振動数で構造物 を起振 し,着 目した

いエ リアの局所振動を励起 させ,着 目エリアの応答の

変化 か ら着 目エ リアに属す る要素 だけの局所 同定を行

うというものである.

4径 間連続桁橋モデル を対象 とした数値 シ ミュレー

ションによって,提 案手法の有用性を検証 した.16kHz

以上の高振動数で起振すれ ば,着 目した橋脚の応答 に,

桁や他の橋脚の損傷が及ぼす影響が無視で きる程度 に

小 さ くな ることを確認 した.

フーリエ振幅を利用 した場合は,計 測 ノイズが3%で

あっても同定が可能であること,4つ という少ないデー

タ数で20要 素か らなる橋脚 の損傷 を検 出で きること

がわかった.一 方,フ ー リエ振幅比を利用 した場合は,

計測ノイズがないときは高精度での同定が可能 となっ

たが,計 測ノイズが3%と きは損傷要素を検出できたも

のの,損 傷 していない要素の剛性変化が誤検出された.

この理由は,損 傷同定方程式が非適切であるためであ

ることが,特 異値分析によって推察された.以 上によ

り,計 測ノイズがある場合に精度よい同定結果を得る

には,制 御可能なマイクロ起振器による正確な入力と,

フーリエ振幅を用いた同定が望ましいことがわかった.

また,損 傷のサイズと損傷を同定する要素分割のサ

イズが異なる場合は,起 振振動数によって同定結果が

異なることがわかった.よ って,複 数の起振振動数によ

る連立方程式を組み合わせて損傷同定方程式を構築す

るのでなく,単 一の起振振動数を用いた同定結果を組

み合わせて損傷を判断する必要があることがわかった.

局所的な損傷を同じグループに属する要素内の平均

的な損傷 として置き換え,絞 込みを行いながら同定を

行 う手法について検討を行ったが,現 状では主観的な

グルーピングと絞込みを行っている.こ れを一般化す

るための最適なグルーピング,絞 込みを行う際の閾値

の設定などについて,今 後検討を行う必要があると考

える.
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